

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































①Daisho (Thailand) Co., Ltd
日　時 2017年1月18日（水）9:30～11:30
場　所 Daisho (Thailand) Co., Ltd本社
































































































































































　UFM Fuji Superは、タイのMETRO GROUPと富士
シティオ株式会社（本社、横浜市）の合弁スーパーマー
ケット事業会社である。1985年12月にタイ初の日系スー
パーマーケットとして１号店をオープンし、現在までに、
バンコク市内に４店舗を展開している。
　とりわけ１号店と２号店は床面積も広く、日本国内の
食品スーパーマーケットとまったく遜色のない品ぞろえ
を誇り、生鮮食品や加工食品、飲料、調味料等から、イ
ンストア・ベーカリーや惣菜、弁当に至るまで、まるで
日本のスーパーにいるような感覚である。もちろん現地
製品も陳列されてはいるが、日本製品が中心の商品構成
であった。売り場だけでなく、バックヤードも日本のス
ーパーと同様に、肉や魚の切り分け作業が行われ、プラ
スチックトレーに盛り付けラップされて棚に陳列されて
いる。
　鮮魚売り場には、さまざまな魚介類が食べ方や調理方
法に応じて、パック詰めされたり、切り身やブツ切り、
あるいは丸のままラップされて所狭しと並べられていた。
中でもブリカマは半身で約628円と、日本国内と比べて
も相当に高価格で販売されていた。
④七洋水産（小売店）
　七洋水産は、UFM Fuji Superの１号店の近くに立地
していて、鮮魚はもとより、テイクアウト用の刺身盛り
合わせや握り寿司、海鮮丼などを販売している。日本の
魚介類を積極的に産地から取り寄せて、抜群の鮮度と高
いコストパフォーマンスが評判を呼び、2015年の創業以
来、人気店となっているそうである。
④Shinsen Fish Market（魚市場）
　2016年６月24日にオープンしたばかりのコミュニテ
ィモールとしての要素を持つ新形態の魚市場がこの
Shinsen Fish Marketである。市の中心部からやや離れ
た地区に立地し、約4800㎡の敷地を10のゾーンに分けて、
①ライブ・アクアマリン（日本や世界から毎日空輸され
てくるエビ・カニ・貝類の生簀や鮮魚を直売するコーナ
ー）、②寿司バー、③刺身＆スチームバー（直売所で買
った魚を刺身におろしたり、ボイルしたりして提供する
コーナー）、④グリルバー（買った魚介類を炭火焼にし
て提供するコーナー）、⑤カフェ、⑥しゃぶしゃぶ＆す
き焼きコーナー、⑦スーパーマーケット（回線だけでな
く日本産を中心とする肉類や高級青果を販売）、⑧バー
（日本酒や日本のクラフトビールを提供）、⑨芝生とデ
ッキのアウトドアゾーン、⑩クッキングスクール（福岡
から定期的に講師を招聘して料理教室を実施）を展開。
新鮮な魚介類、牛肉、野菜やフルーツを、築地をはじめ
とする日本や世界の各地から毎日、航空便で取り寄せて
いる。施設内での販売だけでなく、バンコク市内の飲食
店等への卸売も行っている。
エ．まとめ
　バンコク都市圏の１人当たりＧＤＰは10,000ドルを超
え、厚い中間所得層が形成され、すでに中国に次ぐ消費
ブームが起こっている。とりわけ若年層のファッション、
飲食、耐久消費財への消費意欲は旺盛であると言われて
いる。また、中心部における高層ビル群や大型複合商業
施設の建設ラッシュや、まだまだ発展の途上にある道路
網の整備などを見て、改めてタイという国の勢いを感じ
た。
　2011年に起こった大洪水によって、日本メーカーの自
動車製造拠点などが大きな被害をこうむったが、ひるま
ず巨額の投資を続けた結果、世界でも指折りの自動車製
造のサプライチェーンが形成されるに至った。バンコク
の町中を走る自動車のほとんどが日本車であり、経済発
展に日本がいかに深くかかわっているかが分かる。これ
まで長きにわたって、最大の貿易相手国であった事実、
資料：調査結果より作成
資料：調査結果より作成
表４　EmQuartier鮮魚売り場での小売価格
（1㎏当たり）
表５　伊勢丹バンコクでの小売価格（キロ当たり）
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日系企業の進出や在留邦人数の増加を見ても、日本とタ
イとの間には単なる感情のみの問題を越えた深い結びつ
きがあることを認識した。
　人口6,700万人に及ぶ大国がここまでに収めた経済発
展の結果、魅力的な消費市場を形成するに至る購買力を
獲得したことに加え、物心両面にわたって日本製品に対
して好意的である。また、在留邦人がバンコクに集中し
て居住・滞在していて、日本国内の地方都市と同程度の
購買力を形成している点も加えて、魚介類・水産加工品
の輸出先として、タイが他の国や地域にない多くのアド
バンテージを有していることが分かった。
　具体的には、サンマ、スルメイカ、ホタテ、ブリなど
が、三陸産のものとして十分な競争力を持ち、単なる冷
凍品としてだけでなく、多様な消費者セグメントを理解
し、ニーズに的確に応えた特性を有する製品が受け入れ
られる余地が多大にあることが分かった。価格面でも、
三陸沿岸の生産者・加工者、輸出にかかわる事業者が十
分な利潤を得て余りある優位性があることが、商業施設
視察の結果、十分に確認された。サバについても、ノル
ウェー産の価格次第で好機が訪れるかもしれないことも
分かった。
　一方で、日本製品に対して好意的、開放的であること
は、裏を返せば、国内の他の地域との競争がそのままタ
イの市場においても持ち込まれることを意味し、短期間
でタイへの輸出や進出が急増している点を考えると、国
内以上に厳しい競争にさらされる点も認識しなければな
るまい。もともと岩手の漁業・水産加工業は、他の地域
と比べて高付加価値化への取組が足りないと言われてき
たことから、市場の要求に応えられる製品づくりは不可
欠である。
②ＨＡＣＣＰ（ハサップ）導入による衛生管理の現段階
的課題と今後の方向性
ア．研修セミナーの実施
　第３回食産業支援セミナーの実施
・「衛生管理がなぜ大切か −自分達の必要な取り組み
とは何か−」
・2018年３月14日（水）18：30～20：00　宮古市産業支
援センター開催
・参加企業：５社　参加者数：10名
本セミナーでは対象を水産・加工業に限定せず、宮古地
域の食産業に係わる企業全体に呼びかけた。標題につい
て講話を実施し、あわせて、手に付着する菌の検査（細
菌手形）実習（任意）。手形実習の結果は後日、判定書
をつけて個人毎に結果を送付し、衛生管理の重要性の認
知度が高まるよう働きかけを行なった。
　宮古市産業支援センターの実施した対象者アンケート
（回収数５件、回収率50％）では、大変参考になった３
名、まあまあ参考になった１名、少し物足りなかった１
名であった。「判りやすい用語で話されたので聞き易か
った」、「手形実習は意識変容という点でよかった」、
「再確認や忘れていたことの再認識で参考になった」な
どの意見のほか、宮古市商工会議所主催の衛生品質管理
セミナーが実施されて間もなかったこともあり、「余り
目新しい情報が得られなかった」、「HACCPへの具体
的な取り組みがもう少し詳しかったらよかった」という
意見もあった。
　セミナー受講の目的は大半が「HACCP導入」を念頭
にしていて、制度化に向けた対応の仕方を模索してい
ることが感じられた。また事業主として従業員を指導
する立場のため、衛生管理の知識を得たいという目的
もあった。今後の取り組みとして「お金に掛からない
HACCP」についてセミナーで取り挙げてほしいとの要
望があった。
イ．衛生管理に関するアンケートの実施
　上記の研修セミナー参加者には研修時に、当日欠席し
た参加予定者と参加企業で研修を受けなかった他の従業
員には宮古市産業支援センターから協力を依頼してもら
い、アンケートを実施し、回収総数は８社、35人であっ
た。
　個人名や企業名をコード化して集計し、作業現場にお
ける衛生管理の現状や従業員の意識などについて解析す
る。調査結果と講評は宮古市産業支援センターを通じて
各企業（雇用者）に報告し、自社を含めた宮古地域の事
業所における作業現場の人的・物的な衛生管理の一面を
知ってもらい、今後の取り組みの参考とする。
a.アンケート対象の属性
　表６に示すとおり、回答者の年齢構成は男性では40歳
代までの比較的若い年代が多く、女性はどの年代もほぼ
同数であった。勤務状況では勤続年数をみると（表７）、
男女とも半数は５年以上の勤務年数を有していたが、20
歳代で勤務年数も１年未満と経験の浅い者が１/３近く
居り、食品衛生や安全教育などの「新人教育」が重要で
あると考える。対象者の職種（２つ以上の職種を兼務し
ている場合もある）を表８に示した。菓子、乳製品など
水産品以外も含めて製造・加工に携わる者の割合が全体
の60％近かった。
　食品を調理・提供する飲食店の調理場や、食品の製
造・加工を行なう作業現場ではその作業行程において汚
染区域と非汚染区域（清潔区域）をきちんと分けること
が重要であるが、表９に示した作業区分では、汚染・非
汚染区域が明確に区別されていないと答えた者が６名お
り、すべて製造・加工職であった。取り扱う食品、使用
器具や装置、取扱者の移動などが原因となる交差汚染が
起きやすい環境で作業していると考えられ、可能な限り
汚染区域と非汚染区域に分ける努力が望まれる。
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b)アンケート結果と課題
　アンケートは製造・加工職など直接現場で食品に係っ
ている作業者を主な対象とした設問Ａ、Ｂ、Ｃと、全員
を対象とした設問Ｄ、Ｅとで構成され、Ａ～Ｃに対する
回答は製造・加工職は必須、それ以外の職種では任意と
した。
　Ａ．手洗いの関する項目
　Ｂ．作業前のチェック
　Ｃ．服装等について
　Ｄ．作業外の事について
　Ｅ．その他
　まず、衛生管理の最も基本となる「手洗い」について
のアンケート結果を示す。
・手洗いの現状
　いつ手を洗うか、11の選択肢を複数回答で挙げさせた
ところ、トイレのあと＞作業開始前＞ゴミ処理などの清
掃後＞作業切り替え時＞食事前の順で手を洗う割合が高
かった（表10）。製造・加工職だけでみるとトイレ後は
100％、作業開始前は96.4％と高率であった。作業区分
が明確でない場合は作業切り替え時に必ず十分な手洗い
が必要である。
　勤務時間中の手洗い回数を表11に示した。勤務時間内
に10回以上と答えた者は製造・加工職で半数近かった。
衛生的手洗いの基本は付着した病原部生物を洗い落とす
ことであるので、こまめに手洗いを実施しているのは望
ましい。
　食品取り扱い現場での手洗いには付着した細菌やウイ
ルスを洗い落とすために石けん、特に多くの人が触る固
形よりも液体状のものが望ましいが、多くの現場で液体
石けんが使用されていた。石けんの使用無しと回答があ
った点は早急に現場の状況把握（洗浄剤が使用できない
食品を扱っている環境にあるなど）と対策を講じる必要
がある。手洗い設備としては石けんの他に手ふき用ペー
パータオルの設置や手指消毒用アルコールの使用、直接
手を触れず水を供給できる構造の給水栓の完備が望まし
い。これらの導入が進んでいることがアンケートから伺
えたが、これらの定期的なチェックやメンテナンスを行
なう習慣を心掛けてもらいたい。 
　人的な面での衛生管理の基本は「手洗いに始まり、手
洗いに終わる」といわれる。食品取扱者は一般的な「日
常的手洗い」での汚れの除去だけでなく、付着した細菌
やウイルスを洗い落とすことを目的とした正しい方法で
手洗いを行なう必要がある。食品の製造・加工に係る作
業者が「正しい手洗いの仕方」を習っているかは大変関
心の高いところであったが、殆どの者が学習の機会をも
っていたことがアンケートから明らかになり、従事員が
衛生管理の基本を守るよう、各事業所では衛生教育に取
り組んでいることが伺えた。今後も作業現場での「正し
い衛生的手洗い」が継続されるよう細心の注意を払って
欲しい。
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・従事者の衛生管理
　食品取り扱い者の健康管理と清潔は何よりも重要であ
る。今回のアンケート調査者の半数で毎日の健康チェッ
クが実施されていたが、製造・加工職の１/３で殆どし
ない、全くしないと回答していた（表12）。日々の健康
チェックは欠かさず行なうよう、改善すべきと考える。
とくに事業主（雇用者）や現場責任者は従業員の健康状
態を家族も含めて把握することが大切である。
　表13によく実施されている健康チェック項目を示した。
指の切り傷、腹痛・発熱、下痢・嘔吐など食中毒の原因
や症状に関する項目のチェックが多かったが、50～60%
程度の実施に留まっており、チェック項目を見直しと実
施率のアップを図ること、チェック表を使用して記録の
習慣をつけることが望まれる。健康への自覚が足りない
と基本的な衛生管理が確保されず、大きな食品事故や事
件につながる恐れがある。
　一方、身だしなみのチェックは毎日行なうと回答した
者が多かった。表14によく行われている身だしなみのチ
ェック項目を示した。作業着等の汚れ、爪の長さ、頭髪
の長さ、マニキュアの有無についてよくチェックが行な
われていた。身だしなみのチェックは作業中の異物混入
防止策としても重要である。そのほかローラー掛けやブ
ラシの使用が85％でみられ、付着した毛髪を除去し、異
物混入防止に効果が高い手段としてよく実施されていた。
　食品取り扱い者における清潔の保持項目として、服装
（作業着等）、手袋、マスクについて質問した。ほとん
どが専用の作業着を着用しており、上着、帽子、靴、ズ
ボンの順で着用が多かった（表15）。毎日取り替える、
または洗濯する者が半数であった。汚れたらその都度交
換することが必要で、見た目には汚れていなくてもこま
めに交換することが望ましい。異物混入の原因として頭
髪の抜け毛がよく挙げられ、消費者からの苦情件数も多
い。帽子・ネット・頭巾などを前髪や後ろ髪、耳が出て
いないようきちんと被ること、帽子類の着用を先に行な
ってから作業着を着る習慣をつけることが望ましい。
　手袋は殆どの者が着用していた。作業内容により手袋
の交換時期は異なるが、手洗いのタイミングと連動して
行なわれるべきであり、汚れたり、破損した時はもとよ
り、トイレの後、汚染作業から非汚染作業への変更時な
どは必ず交換が必要である。手袋の交換時期を表16に示
した。今回の調査では最もよく交換している作業が変わ
る時でも70%に満たず、徹底が望まれる。
　手袋の着用目的は手から食品への二次汚染防止（細菌
やウイルスをつけない）であり、衛生的な手洗いののち、
使い捨ての手袋を正しく着用して作業することを基本と
して遵守してもらいたい。現在、さまざまな種類の手袋
が市販されているので、特徴や欠点、価格を調べたうえ
で作業内容に合致する適切な手袋を選択すべきと考える。
マスクは従事者のせきやくしゃみによって飛散する鼻汁
や唾液などが食品に付着するのを避けるために必要であ
る。手袋と同様、殆どの者で着用していた。着脱時には
鼻汁や唾液などが付着している恐れがあるマスク中心部
に触れないよう注意すべきである。
・作業以外
　作業に従事する者の身体や服装が清潔であることが衛
生管理の基本であるが、そのほか作業以外でも清潔な習
慣を身につけ、継続することが重要である。今回のアン
ケートで飲食は全員、決められた場所があると回答した
が、喫煙場所については半数で決まっていないと回答し
た。作業場内では飲食はもちろん、喫煙や放痰をしない
ことを徹底してもらいたい。
　トイレの衛生も重要である。近年多発しているノロウ
イルス食中毒はトイレの汚染による場合も少なくない。
トイレを使用するときには帽子や作業着を脱ぎ、専用の
履物に履き替える習慣を徹底したい。今回の調査では、
専用の履物があると回答した製造・加工職は75％で、帽
子や作業着を脱ぐと回答したのは64％であった。臭いが
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なかったり、見た目がきれいでもトイレは汚染区域に該
当するので、使用と清掃に十分な注意が必要となる。自
分達で使用する施設なので、他人任せにせず、自分達で
清掃・管理することが望ましいが、その場合は適切な衛
生管理がなされるように定期的な清掃と次亜塩素酸ナト
リウムなどを用いた消毒も必要となる。
・その他
　食産業においては安全であり、安心して食べられる食
品を消費者に提供するため、食品に携わるものすべてが
衛生管理に努力しなければならない。衛生管理の基本は
整理・整頓・清掃・清潔・しつけの「５Ｓ」ができてい
ることであるが、この「５Ｓ」の用語を約半数は知らず、
さらに知っていてもその半数は具体的に「５Ｓ」を説明
できなかった。食品衛生法の改正で導入の義務が決定し
た「HACCP」については、用語は回答者の約75%で知
っていると回答したが、「HACCPの手順と原則」を具
体的に書けた者はごく少数であった。衛生管理は全員で
行なうものである。
　HACCP制度の導入のいかんに係らず、まず、基本的
な衛生管理を事業所毎に徹底することが望まれる。
・自由記載について
　被災後、ようやく産業が復興してきている状況の中で、
回答者が自らの職場で気になっている衛生管理の事項を
自由記載してもらったので列挙する。それらの対策や情
報の提供はまた別の機会を得て行なうこととする。
　ａ．ハード面の老朽化とメンテナンスの資金不足、記
　　　録面が不十分
　ｂ．ソフト面で作業のルールのつくり方、定着のコツ、
　　　優先順位、ハード面で少ない予算でどこから進め
　　　たらいいか
　ｃ．衛生管理のシステムがまだ未熟なため、どのよう
　　　に合理的に進めていくことができるのか、手段が
　　　わからない
　ｄ．工場の掃除に使用する洗浄液などの種類、適正な
　　　ものを教えて欲しい
　ｅ．建物が古い
　ｆ．作業マニュアルがないので作業基準が人それぞれ
　　　まちまちなのが気になる
　今回、アンケート対象者が水産・加工業だけでなく食
産業全般としたことや、回答数も多いとはいえないため、
水産・加工業における衛生管理の実態を詳細に把握する
ことはできなかったが、食品取扱者の衛生管理状況の一
端を知ることができた。食中毒や異物混入などの事故や
事件を起すことなく、自社の製品をより付加価値高く販
売するために、まず一般衛生管理の徹底を図ろうという
プラス思考で、一体となって衛生管理に取り組んで欲し
い。
　水産物のトレーサビリティの動向と課題について近年、
様々な食品の安全に係る事件・事故が多発し、食品の安
全性に対する消費者の関心が高まり、生産履歴、流通・
加工履歴などを必要な時に遡って確認できるトレーサビ
リティシステムの導入が進んでいる。水産業界では2002
年７月にイオン㈱がうなぎで水産物として日本初の第３
者認証を取得したのに始まり、すこしずつ導入事例が増
えているものの、水産物のトレーサビリティシステムに
法的義務は課されておらず、貝毒による被害を回避する
ための手段や、一部のブランド魚介類の差別化の役割が
大きく、本来の安全・安心のための履歴確認機能として
の普及には、HACCP同様、徹底には時間が掛かるのが
現状である。
　漁協などの生産者や市場関係者、販売業者へのトレー
サビリティシステム導入に関する聞き取り調査からは、
①手間が掛かり、とくにせりや出荷に間に合わなくなる
恐れがある、②作業スペースが取れない、③導入の仕方
がわからない、導入による収益増加などの効果が明確に
なっていない、④初期投入、人件費などのコストが掛か
るなどが問題点として挙げられており、HACCP導入と
似たような検討課題の克服が必要であると考えられてい
る。
⑷雇用創出効果の解明
　以上を踏まえ、経済発展を産業構造の変化として理解
するハーシュマンの誘発メカニズム「前方関連効果」と
「後方関連効果」に関する検討を行った。なお、「前方
関連効果」は、今回の事例対象である「チーム漁火」
（宮古市）による諸産業へ原料が供給されることによる
経済効果を示した。後方関連効果は、１つの産業が登場
することによって他の諸産業へ原料需要が誘発され、原
料供給産業の登場が可能になる効果を雇用創出効果とし
て示した。
　チーム漁火の震災前後の売上高増加について、22億円
の需要が新たに発生した場合の岩手県経済への影響につ
いて分析した。
①第一次波及効果
　第一次波及効果は、直接効果と間接効果に分けられる。
まず、直接効果であるが、需要増加額は、直接的に支出
先の産業の生産額となることからその額を直接効果とし
て分析する。他方、上記産業の生産（サービスの提供）
のために、原材料使用等によって他産業の生産が間接効
果として誘発される。この直接効果と間接効果を合計し
たものが第１次波及効果として計測される。具体的には、
チーム漁火で22億円の需要が新たに発生した場合の直接
効果と間接効果を計測した。直接効果は、136億円とな
った。間接効果は、22億円であった。この両者を合わせ
た第1次波及効果は、158億円となった。これがチーム漁
火の生産誘発額である。
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　なお、生産活動に伴い、賃金・利潤等によって構成さ
れる粗付加価値（生産額から原材料等の使用分を控除し
たもの）は、第一次波及効果の生産誘発額に占める粗付
加価値誘発額は 99億円である。そのうち、賃金に相当
する雇用者所得誘発額は、37億円 である。特に重要な
のは、雇用誘発効果である。今回の計測で誘発される就
業者数は 3,352人、誘発される雇用者数は、890人とな
った。
②第二次波及効果
　第一次波及効果から誘発された雇用者所得37億円の一
部は消費需要に回り、再び生産を誘発する。これが第２
次波及効果である。今回の計測結果から第二次波及効果
は、約21億円の生産誘発額となった。また、雇用誘発効
果として、誘発される就業者数は、166人となり、誘発
される雇用者数は、137人であった。
③総効果
　以上を踏まえて、第一次波及効果158億円と第二次波
及効果21億円を合わせたものが総効果となる。総効果は、
179億円の生産誘発額（波及効果倍率0.90倍）となった。
そのうち、粗付加価値誘発額は113億円、さらに、雇用
者所得誘発額は、41.5億円であった。また、雇用誘発効
果として、誘発される就業者数（雇用者数）は、第一
次波及効果と第二次波及効果を合わせて3,518人（1,027
人）となった。
４　今後の具体的な展開
⑴“漁火塾”の定期的開催
　市職員、漁火メンバー、プロジェクトメンバーの三者
が不定期に勉強会を開催している。主に、経営学の基礎
や新商品開発、マーケティングについて検討を重ね、地
域社会等へ研究成果を還元している。今後は、海外輸出
について調査結果の報告を行い、将来構想について他産
地の情報を含めて提案を行う予定である。
⑵地域社会への研究成果の還元
　研究成果を調査先の漁協の担当者、宮古市の職員及び
沿岸広域振興局の担当者に資料として配付すると共に、
今後の課題解決に向けた方策について「漁業・養殖業復
興支援事業（がんばる養殖業）」（水産庁）、「食料生
産地域再生のための先端技術展開事業（先端プロ）」
（農林水産省）の成果を通じて担い手や漁協、加工・流
通業者への新たなビジネスモデルとして提案している。
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